
会津美里町デマンド交通システム
仕　様　書
令和4年2月
株式会社　会津美里振興公社
1. 基本事項
1.1 仕様書の位置付け
本仕様書（以下「本書」とする。）は、株式会社会津美里振興公社（以下、「振興公社」とする。）が行う「デマンド交通システム更新業務」に関して、設計、施工等をプロポーザル方式で事業者（以下「応募者」とする。）から技術提案を求めるものであり、振興公社が要求する水準を示すものである。
1.2 技術提案
本書は振興公社が要求する性能及び機能の条件を規定するものであり、具体的仕様及びそれらを構成する機器等の性能については、本書が示す性能規定以上の提案を行うこと。
なお、提案された内容及び性能が要求水準を上回り、振興公社にとって有益と判断される内容は、その技術提案を高く評価する。ただし、本書から著しく外れる提案内容については参考にするが評価はしない。
1.3 件名
会津美里町デマンド交通システム更新業務
1.4 提案者に期待する事項
・交通システムが利用者、運行事業者双方にとって効率性及び利便性やウィズコロナ、アフターコロナの観点で現状以上に向上することを期待する。 

・交通システム保守において状況に応じたサービスを期待する。 

・将来的な、既存公共交通や次世代モビリティサービスとの連携可能性を含め、会津美里町全体の地域公共交通の維持に寄与できる交通システムであることを期待する。

1.5 業務概要
現行のデマンド交通システム更新に必要な業務一式（設計・施工・研修・保守等）
※クラウドサービス提供含む
1.6 契約期間
納品　　令和4年10月31日まで
保守　　令和4年11月1日 ～ 令和9年10月31日
1.7 業務実施場所
会津美里町あいあいタクシー情報センター（受付センター）
住所：福島県 大沼郡 会津美里町 字 高田 甲 ２７５７
2. システム要求水準
以下の要求水準同等以上の企画提案を行うこと。
2.1  システム概要
(1) システムは、効率的な運行ルートの作成、運行をサポートする目的で、以下（2.3）で定める要件を満たす「デマンド配車システム」、「ユーザーアプリ」、「ドライバーアプリ」、「管理者ＷＥＢ」の機能をクラウド型システムにて構成されること。
(2) ユーザーアプリによる利用が困難な利用者に配慮し、電話による配車受付手段も具備すること。
(3) システムは、利用状況等のレポート機能を有し、その機能を活用して更なる利用促進、時刻表や路線等の運行方式の改善等に活用できるものとする。
(4) システムはキャッシュレス決済機能を有していること。
2.2　システムの提供範囲
　　　(1)会津美里町内において６台の車両がデマンド運行を行う体制とすること。
　　　(2)各車両は相乗りで運行されるものとし、会津美里町内において利用者が指定する乗降ポイントにて乗降可能とすること。
　　　(3)車載器として使用するタブレット及び通信環境の整備等を実施すること。
2.3　システムに関わる要件
(1) 予約・配車・運行管理に関わる基本機能（デマンド配車システム） 

ア 利用者からの予約（電話またはアプリ）を受け付け、瞬時に運行車両へ乗車降車情報をリアルタイムに配信できること。 

イ 電話での予約を受け付ける際には、オペレーターによる管理者ＷＥＢへの手動登録ができること。 

ウ 予約の締切時間を任意に指定することができること。 

エ 運行範囲の設定が可能であること。 

(2) インターネット予約アプリ
ア 予約の確定及び予約状況の確認、そのキャンセル、乗降ポイントの案内ができること。 

イ 乗車人数、乗車希望時間、乗車地、降車地を任意に指定することができること。また、プリ上でも確認できること。
ウ アプリはPCとスマートフォン・タブレット（iOSとAndroid）に対応すること。 

(3) ドライバーアプリ 

ア ドライバーアプリは乗務員に対するナビゲーション機能を有すること（利用者の乗降場所及び運行ルートの表示など）。また、予約発生時に適切にドライバーに通知する機能を有すること。 

イ ドライバーアプリはiOSかAndroidいずれかに対応すること。
(4) 運行管理機能（管理者ＷＥＢ） 

ア 管理者ＷＥＢは指定のＵＲＬにアクセスすることで利用可能とすること。 

イ 車両予約 

管理者ＷＥＢにて運行車両の予約状況を把握できること。 

ウ 利用者の情報 

管理者ＷＥＢにて利用者情報を登録、修正、削除できること。 

情報をリスト表示できること。 

エ 利用者予約 

管理者ＷＥＢにて利用者の予約状況を把握できること。 

また、予約情報を登録、修正、削除できること。 

オ 車両管理 

管理者ＷＥＢにて運行する車両を登録、修正、削除できること。 

また、運行により取得する乗降データを出力できること。 

カ 運行管理 

異常発生時に管理者ＷＥＢにて新規の予約受付停止ができること。 

また、過去の運行記録について確認できること。 

キ 運行実績 

利用実績（日別・時間帯別等）を随時確認できること。 
(5) セキュリティ対策
受託者は、本業務に使用するネットワーク、ソフトウェア、に係る脆弱性対策、不正プログラム対策、サービス不能攻撃対策、標的型攻撃対策、アクセス制御対策、情報漏えい対策を講じるとともに、契約期間中にこれらの対策に関する情報セキュリティ教育を本業務にかかわる事業従事者に対し実施すること。
(6) 納品物 

ア システム導入計画書 

イ サービス説明書 

ウ サービス利用規約 

エ システム設定書 

オ 保守・運用体制図 

カ ユーザーアプリマニュアル 

キ ドライバーアプリマニュアル 

ク 管理者ＷＥＢマニュアル

3. 設計要件
3.1　システム設計

機器設定表および機器配置図を作成すること。

3.2　ネットワーク設計

「2.3 システムに関わる要件」に記載した各機器を接続する最適なネットワークの構成を設計し、ネットワーク構成図を作成すること。
3.3　データ移行設計

　　　具体的に既存システムのデータ移行方法を提案すること。

4. ハードウェア要件
4.1　ハードウェア機器一覧
本システムにおけるハードウェア機器一覧を以下に示す。詳細は4.2以降参照のこと。

表1　ハードウェア機器一覧

	No.
	機　器　名　称
	単位
	数量
	設　置　場　所

	(1)
	予約受付端末
	台
	2
	予約受付センター

	(2)
	車載端末（※予備機1台含む）
	台
	7
	送迎車両・

予約受付センター

	(3)
	ネットワーク機器
	式
	1
	予約受付センター

	(4)
	その他機器（プリンター等）
	式
	1
	予約受付センター


4.2　ハードウェア機器仕様

(1) 予約受付端末
表2　予約受付端末機器仕様一覧

	No
	機　器
	機　能　等
	数量

	1
	予約受付端末本体
	デスクトップパソコン
	2

	2
	UPS
	落雷・瞬停対策のため設置すること
	2

	3
	業務用ヘッドセット

（※予備機1台含む）
	オペレーターが電話受付するためのヘッドセットを準備すること
	3


(2) 車載端末
表3　車載端末機器仕様一覧

	No
	機　器
	機　能　等
	数量

	1
	車載端末本体

（※予備機1台含む）
	車両へ固定搭載が可能な情報表示機とすること
	7

	2
	車載端末取付用金具
	ドライバーから、見やすく、操作可能な位置に固定設置すること
	6


(3) ネットワーク機器
表4　ネットワーク機器仕様一覧

	No
	機　器
	機　能　等
	数量

	1
	ネットワーク機器
	1 受付用に電話回線の接続用機器、PC等のLAN接続用機器、インターネット接続用機器を含むこと
	一式


(4) その他機器
表5　その他機器仕様一覧

	No
	機　器
	機　能　等
	数量

	1
	プリンター
	1 レーザプリンターを設置すること

2 A4用紙以上に対応できること
	1

	2
	非常用単体電話機
	受付時間外アナウンス及び非常時電話受付が可能であること
	1


5. ソフトウェア要件

5.1　ソフトウェア仕様
ソフトウェアの仕様は下記の通りとする。

表6　ソフトウェア仕様一覧
	No
	品名
	機能
	数量

	1
	ウイルス対策ソフト
	予約受付端末、車載端末でウイルス等を防止する機能を有すること（5年間）
	9


6. 研修要件
振興公社向けにデマンド交通システムの円滑な運用を行えるよう、研修内容を提案すること。
7. 保守要件
故障受付・手配の窓口を設置し、迅速に対応可能な保守体制を整備すること。
具体的には、提案書に記載し説明すること。
8. 協力体制
利用者登録促進に向けたチラシの作成や住民説明会等の実施において、必要に応じて相談や助言を行うこと。

9. 成果品の提出
本業務の成果品は次のとおりとし、完了時に以下を納品する。また、成果品の管理及び権利は、全て振興公社に帰属するものとする。 

なお、振興公社が承諾した場合を除き、受託者は成果品の公表をしてはならない。 

また、成果品提出後に、失策及び不備等が発見された場合、受託者は契約期間終了後においても、訂正のうえ再度納品する責務を負うものとする。　
1 完成図書（システム構成図、納入機器一覧、試験成績表等）２部
2 各業務において作成した、資料・記録・図書等をまとめた電子データと印刷物２部
3 その他、別途指示する図書
※提出書類については、電子媒体（一式）も併せて提出すること。
10. 著作権について
(1) 受託者の当該業務の実施に係る成果物（以下、「本著作物」という。）に関する著作権（著作権法第27条及び第28条の権利を含む。）は、業務の終了と同時に振興公社に帰属するものとする。ただし、本件ソフトウェアに関する著作権についてはこの限りではない。 

(2) 受託者は、本著作物に関する著作人格権を、振興公社または受託者が指定する第三者に対して行使しないものとする。
(3) 受託者は、振興公社に対し、受託者が本著作物を創作したこと及び第三者の著作権、著作人格権及びその他特許権、商標権を含むいかなる知的財産権を侵害するものでないことを保証する。 

(4) 本著作物の利用について、第三者から権利侵害の訴えその他の紛争が生じたときは、受託者は、自己の費用及び責任においてこれを解決するものとし、かつ、振興公社に何らかの損害を与えた時は、その損害を賠償するものとする。

11. その他
(1) 本書の各事項について、遵守、履行すること。
(2) 本業務の遂行にあたり、受託者は業務上知り得た事項を第三者に漏洩しないよう充分注意すること。
(3) 受託者の責に帰すべき事由により、振興公社又は第三者に損害を与えた場合には、受託者がその損害を賠償すること。
　　(4) 納入機器の借入期間満了時（更新期間も含む）には、機器の撤去や保存されたデータの完全消去を行い、作業が完了した旨の証明書を発行すること。
以　上
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